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Summary 

Reduction of sodium (salt) and potassium intake (via fruits and vegetables) are important for the prevention 
of cardiovascular disease. The Nara Prefectural Health and Nutrition Survey was used to clarify the current 
issues of food intake and these nutrients separately to obtain basic data for the implementation of effective 
preventative measures. The results were generally similar to those of the National Health and Nutrition 
Survey, although intake characteristics in the Nara Prefecture were not observed. In a comparison of groups 
by salt intake, the high salt intake group showed lower carbohydrate levels than the low intake group, 
whereas the protein energy levels showed a ratio reversal. Seasoning intake was clearly lower in the low salt 
intake group than in the high salt intake group; reducing seasoning intake may be a method for maintaining a 
low salt intake. Fruit and vegetable intake was very low, but increased with subjects’ age. To increase intake of 
fruits and vegetables, there is a need to promote its importance among young generations. It is necessary to 
not only target groups with high-risk demographics, but also take an overall population-based approach to 
improve the social environment through the development and promotion of better eating habits. 
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Ⅰ 諸言

健康寿命とは日常的に介護を必要としないで、

自立した生活ができる生存期間のことであり、世

界保健機関（World Health Organization; WHO）

が 2000 年に概念を公表したものである 1)。平均寿

命から介護や病気で寝たきりの期間（自立した生

活ができない期間）を引くことにより求められ、

生活の質（quality of life; QOL）を重視する考え

方に基づいて定義された指標である。つまり、平

均寿命が延びても QOL が低ければ生活の満足度が

低くなるため、平均寿命よりも健康寿命を延ばす

ことが重要である。  
そこで、厚生労働省は 2000 年に「21 世紀にお

ける国民健康づくり運動（健康日本 21）」を策定し、

壮年期死亡の減少、健康寿命の延伸及び生活の質

の向上を実現することを目的とし、生活習慣病及

びその原因となる生活習慣等の国民の保健医療対

策上重要となる課題について、10 年後を目途とし

た目標等を設定し、「一次予防」の観点を重視した

(1)
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取組を推進してきた 2)。  
がん、循環器疾患等の生活習慣病は、非感染性

疾患（Non Communicable Disease; NCD）として

国際的にも対策を講じることが重視されている 3)。

これらの疾患は、わが国では現在、死亡者数の約 6
割、国民医療費（一般診療医療費）の約 3 割を占

めている 4) 5)。また、要支援者及び要介護者におけ

る介護が必要となった主な原因についても、脳血

管疾患をはじめとした生活習慣病が 3 割を占めて

いる 6)。このため、NCD 対策は、国民の健康寿命

の延伸を図る上で重要な課題であると考えられる。 
奈良県民の主要死因においては、全国と比較し

てがん及び脳血管疾患と心疾患を含む循環器疾患

が占める割合がやや高くなっている 7)ことから、効

果的な生活習慣病対策の推進が緊要な課題となっ

ている。  
循環器疾患の予防は基本的には危険因子の管理

であり、確立した危険因子としては、高血圧、脂

質異常症、喫煙、糖尿病の 4 つがあるとされる。

これらの 4 つの危険因子が適切に管理されること

により、脳血管疾患・虚血性心疾患の発症リスク

を低減することができる 8)。中でも、高血圧が、脳

血管疾患や虚血性心疾患、慢性心不全などあらゆ

る循環器疾患の危険因子であり 9)、日本人の循環器

疾患の発症や死亡に対して大きな人口寄与危険割

合を示し、他の危険因子と比べるとその影響が大

きい 9)-11)ことから、優先した取り組みが望まれる。  

減塩が血圧を低下させ、結果的に循環器疾患を

減少させることについては立証されている 12)。ま

た、野菜・果物の摂取量の増加は、体重コントロ

ールに重要な役割があること 13)、循環器疾患、2
型糖尿病の一次予防に効果があること 14)が報告さ

れ、日本でも、果物摂取と循環器疾患との関連が

報告されている 15)。  
これらのことから、厚生労働省が 2013 年より展

開している「21 世紀における第 2 次国民健康づく

り運動（健康日本 21（第 2 次））」（以下、「国計画」）

においては、「適切な量と質の食事をとる者の増

加」として「食塩摂取量の減少」及び「野菜と果

物の摂取量の増加」を目標値としている 16)。  
奈良県においても、国計画の方針を受け、2013

年 7 月に策定した「なら健康長寿基本計画」（以下、

「県計画」）において、「よりよい生活習慣をつく

る」として食塩摂取量を国計画の目標値と同じ 8g/
日まで減少させる目標値を設定している 17)。この

目標値を達成することにより 40 歳健康寿命を男性

で 0.10 年、女性で 0.06 年延長させることができ、

これは健康寿命に寄与する要因として男性では 2
位、女性では１位である 18)。  

奈良県では県計画の目標の達成のために、「①知

識普及と意識啓発」、「②望ましい食習慣の実践支

援」、「③食環境の充実」の施策を推進することと

している 19)が、その実施にあたっては、対象特性

に応じた取り組みを推進することが効果的と考え

られる。  
そこで、本研究では、奈良県における県民健康・

栄養調査（以下、「県民調査」）の結果データを用

いて、奈良県民の対象特性別に血圧コントロール

に関連する栄養素や食品摂取の現状と課題を明ら

かにし、効果的な施策の実施方策を検討すること

を目的として実施した。性・年齢階級及び地域別

の食塩、カリウム、野菜及び果物摂取量の特徴の

把 握 、 食 塩 摂 取 量 の 食 品 群 別 構 成 比 率 及 び

1,000kcal あたり食塩摂取量による食品群別摂取

量の比較から効果的な施策を検討する上で注目す

べき食品群の把握を行った。  

 

Ⅱ 方法  
１．調査対象者及び調査方法  

2011 年に奈良県において実施された県民調査は

国民健康・栄養調査に準ずる方法で実施された 20)。

調査対象は 2010 年度に国が実施した国民生活基礎

調査で設定された 50 単位区から無作為に抽出され

た 30 単位区内の全世帯（約 1,000 世帯）及び当該

世帯の 1 歳以上の世帯員（約 2,500 名）である。  
栄養摂取状況調査の栄養素等摂取量の算出には、

「五訂増補日本食品標準成分表」 21)（以下、「成分

表」）を基本とした国民健康・栄養調査方式業務支

援システム「食事しらべ 2011」（独立行政法人国立

健康・栄養研究所）を用いている。  
本研究では、県民調査において協力が得られた

1,141 名（のちに 3 名が無効回答と判明）の既に匿

名化し入力されたデータのうち、成人（961 名、男

性 444 名、女性 517 名）の調査結果を解析・検討

対象とした。  
 
２．統計解析方法 

年齢階級は県民調査で行われた集計に準じた 10
歳階級とし、食塩摂取量の把握にあたっては、算

(2)
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出された食塩相当量を食塩摂取量とみなした。  
食塩摂取量を性・年齢階級別で一元配置分散分

析によって群間比較を行った。また、食塩摂取量

を性・地域別で一元配置分散分析によって群間比

較するとともに、年齢を調整した共分散分析によ

って群間比較を行った。エネルギー摂取量の影響

を調整するため、1,000kcal 当たりの食塩摂取量に

ついても同様に群間比較を行った。  
食塩摂取量の食品群別構成比率を性・年齢階級

別及び性・地域別で一元配置分散分析によって群

間比較を行った。食品群別構成比率の分類は、「平

成 年国民健康・栄養調査報告」 22)による国民健

康・栄養調査食品群別表（以下、「群別表」）を用

いた。

地域別比較における地域の設定は、奈良県の 2
次保健医療圏域ごとに 5 区分したのち、平野部（奈

良・西和・北和）と山間部（東和・南和）の 2 群

にまとめた。  
1,000kcal 当たりの食塩摂取量を四分位数によ

って性別に 4 群に分け、エネルギー、脂肪、たん

ぱく質、炭水化物及び穀類エネルギー比率につい

て一元配置分散分析によって群間比較を行った。

あわせて食品群別摂取量について一元配置分散分

析によって群間比較を行った。分析を行う食品群

は、群別表の大分類ごととしたが、食塩摂取量の

食品群別構成比率が 3%以上である食品群について

は群別表の中分類においても同様に一元配置分散

分析によって群間比較を行った。  
カリウム、野菜及び果物の摂取量についても食

塩摂取量と同様に、性・年齢階級別及び性・地域

別で一元配置分散分析によって群間比較するとと

もに、年齢を調整した共分散分析によって群間比

較を行った。また、性・年齢階級別の野菜及び果

物摂取量の分布を確認し、国計画及び県計画の目

標値である野菜摂取量が 350g/日未満及び果物摂

取量が 100g/日未満である者の割合を算出した。  
一元配置分散分析によって有意差が見られた項

目については、Scheffe の方法により多重比較を行

った。  
統 計 処 理 に は 統 計 解 析 ソ フ ト IBM SPSS 

Statistics version22（IBM 社）を用い、有意確率

5%未満をもって有意差ありとした。

 
３．倫理的配慮 

本研究は帝塚山大学倫理委員会の承認を得ると

ともに、奈良県関係機関の許可を得て実施した。

知り得た対象者の個人情報は、外部に漏れないよ

う適切に管理している。

Ⅲ 結果  
１．食塩摂取量

性別の食塩摂取量及び 1,000kcal 当たりの食塩

摂取量を表 1 に示した。食塩摂取量は、女性と比

べて男性が有意に高くなっていたが、1,000kcal 当
たりの食塩摂取量では、逆に女性が男性に比べて

有意に高くなっていた。  
性・年齢階級別の食塩摂取量及び 1,000kcal 当た

りの食塩摂取量を表 2 に示した。食塩摂取量は、

男女とも年齢階級が高くなると増加し、男性では

その差は有意であったが、群間の多重比較では有

意な差は認められなかった。  
性・地域別の食塩摂取量及び 1,000kcal 当たりの

食塩摂取量を表 3 に示した。食塩摂取量は、平野

部に比べ山間部の方が多く、女性ではその差は有

意であった。しかし、1,000kcal あたりの摂取量で

は有意な差は認められなかった。  
食塩摂取量の性・年齢階級別食品群別構成比率

を表 4 に示した。食品群別構成比率が 3%以上とな

った食品群は、穀類、野菜類、魚介類、肉類、調

味料・香辛料類であった。女性の穀類の食品群別

構成比率は、30～39 歳及び 40～49 歳と比べて 70
歳以上の群で高く、その差は有意であった。また、

男女の肉類の食品群別構成比率は、20～29 歳と比

べて 60～69 歳及び 70 歳以上の群で低く、その差

は有意であった。その他には、性・年齢階級別に

特徴的な食品の摂取は認められなかった。  
食塩摂取量の性・地域別食品群別構成比率を表 5

に示した。地域別に各食品群において食塩摂取構

成比率に有意な差は認められなかった。  
1,000kcal あたり食塩摂取量による食品群別摂

取量の比較を表 6 及び 7 に示した。四分位の各群

の平均年齢は、男女とも 4 群間で有意な差は認め

られなかった。エネルギー摂取量は、男女とも 4
群間での有意な差が認められ、女性においては第 1
四分位群と第 4 四分位群の間で有意な差が認めら

れた。たんぱく質エネルギー比率は、男女とも 4
群間での有意な差が認められ、群間の多重比較に

おいても有意な差が認められたものがあった。穀

類摂取量は、男女とも 4 群間での有意な差が認め

られ、群間の多重比較においても有意な差が認め

られたものがあった。食品群の中分類においては、

米・加工品摂取量及び小麦・加工品摂取量で男女

(3)
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とも 4 群間での有意な差が認められたが、群間の

多重比較では、米・加工品摂取量においては男性

では第 1 四分位群が第 4 四分位群に対し、女性で

は第 1 四分位群が第 2,3,4 四分位群に対して有意に

多く、小麦・加工品摂取量においては男女とも第 1
四分位群第 4 四分位群に対し有意に少なくなって

いた。野菜類は、女性のみに 4 群間での有意な差

が認められ、第 1，2 四分位に対して第 3 四分位群

の摂取量が有意に多くなっていた。食品群の中分

類においては、緑黄色野菜摂取量が第 1 四分位群

に対して第 3 四分位群で有意に多くなっており、

漬物摂取量は、男女とも 4 群間での有意な差が認

められ、群間の多重比較においても有意な差が認

められたものがあった。魚介類摂取量は、男女と

も 4 群間での有意な差が認められ、群間の多重比

較においても有意な差が認められたものがあった。

食品群の中分類においては、魚介加工品摂取量で

男女とも 4 群間での有意な差が認められ、群間の

多重比較においても有意な差が認められたものが

あった。油脂類は、4 群間での有意な差が認められ、

群間の多重比較においても有意な差が認められた

ものがあった。調味料・香辛料類摂取量は、男女

とも 4 群間での有意な差が認められ、群間の多重

比較においても有意な差が認められたものがあっ

た。食品群の中分類においては、調味料摂取量で

男女とも 4 群間での有意な差が認められ、群間の

多重比較においても有意な差が認められたものが

あった。  
 

表 1 食塩摂取量（性別）  

食塩相当量　g/day

食塩相当量

p:一元配置分散分析

（n=444） （n=517）

男性総数 女性総数

p値

 

 

表 2 食塩摂取量（性・年齢階級別）  

男性

食塩相当量 　g/day

食塩相当量

女性

食塩相当量 　g/day

食塩相当量

p:一元配置分散分析

（n=142）（n=42） （n=53） （n=64） （n=92） （n=124）

（n=49） （n=44） （n=55） （n=68） （n=110） （n=118）

50～59歳 60～69歳 70歳以上
p値

20～29歳 30～39歳 40～49歳

 

表 3 食塩摂取量（性・地域別）  

p値 p値

（年齢調整） （年齢調整）

食塩相当量 　g/day

食塩相当量

p値（年齢調整）:共分散分析により年齢を調整

p:一元配置分散分析

（n=370） （n=74） （n=444） （n=73）

平野部 山間部

p値

平野部 山間部

p値

男性 女性

 

(4)
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とも 4 群間での有意な差が認められたが、群間の

多重比較では、米・加工品摂取量においては男性

では第 1 四分位群が第 4 四分位群に対し、女性で

は第 1 四分位群が第 2,3,4 四分位群に対して有意に

多く、小麦・加工品摂取量においては男女とも第 1
四分位群第 4 四分位群に対し有意に少なくなって

いた。野菜類は、女性のみに 4 群間での有意な差

が認められ、第 1，2 四分位に対して第 3 四分位群

の摂取量が有意に多くなっていた。食品群の中分

類においては、緑黄色野菜摂取量が第 1 四分位群

に対して第 3 四分位群で有意に多くなっており、

漬物摂取量は、男女とも 4 群間での有意な差が認

められ、群間の多重比較においても有意な差が認

められたものがあった。魚介類摂取量は、男女と

も 4 群間での有意な差が認められ、群間の多重比

較においても有意な差が認められたものがあった。

食品群の中分類においては、魚介加工品摂取量で

男女とも 4 群間での有意な差が認められ、群間の

多重比較においても有意な差が認められたものが

あった。油脂類は、4 群間での有意な差が認められ、

群間の多重比較においても有意な差が認められた

ものがあった。調味料・香辛料類摂取量は、男女

とも 4 群間での有意な差が認められ、群間の多重

比較においても有意な差が認められたものがあっ

た。食品群の中分類においては、調味料摂取量で

男女とも 4 群間での有意な差が認められ、群間の

多重比較においても有意な差が認められたものが

あった。  
 

表 1 食塩摂取量（性別）  

食塩相当量　g/day

食塩相当量

p:一元配置分散分析

（n=444） （n=517）

男性総数 女性総数

p値

 

 

表 2 食塩摂取量（性・年齢階級別）  

男性

食塩相当量 　g/day

食塩相当量

女性

食塩相当量 　g/day

食塩相当量

p:一元配置分散分析

（n=142）（n=42） （n=53） （n=64） （n=92） （n=124）

（n=49） （n=44） （n=55） （n=68） （n=110） （n=118）

50～59歳 60～69歳 70歳以上
p値

20～29歳 30～39歳 40～49歳

 

表 3 食塩摂取量（性・地域別）  

p値 p値

（年齢調整） （年齢調整）

食塩相当量 　g/day

食塩相当量

p値（年齢調整）:共分散分析により年齢を調整

p:一元配置分散分析

（n=370） （n=74） （n=444） （n=73）

平野部 山間部

p値

平野部 山間部

p値

男性 女性

 

(4)
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表 4 食塩摂取量の食品群別構成比率（性・年齢階級別）  

男性

穀類     %

野菜　   %

魚介類   %

調味料・

香辛料類 %

女性

穀類     %

野菜類　 %

魚介類   %

肉類　　 %

調味料・

香辛料類 %

多重比較：Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

肉類　   %

食塩の摂取量の食品群別構成比率3%以上の食品群を表に掲載

p値：一元配置分散分析

（n=42） （n=53） （n=64） （n=92） （n=124） （n=142） （n=517）

（n=444）

p値 多重比較

（n=49）

40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 総数

（n=55） （n=68） （n=110） （n=118）

20～29歳 30～39歳

（n=44）

 

 

表 5 食塩摂取量の食品群別構成比率（性・地域別）  

穀類　　　   　　　　%

野菜類　　　  　 　　%

魚介類　　  　  　　 %

肉類　　　　　   　　%

調味料・香辛料類　   %

p値：一元配置分散分析

食塩の摂取量の食品群別構成比率3%以上の食品群を表に掲載

（n=370） （n=74） （n=444） （n=73）

平野部 山間部

p値

平野部 山間部

男性 女性

p値
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表 6 1,000kcal あたり食塩摂取量によるエネルギー、エネルギー産生栄養素比率及び食品群別摂取量の比較（男性）

p値

年齢 歳

食塩相当量

総エネルギー         kcal/day

脂肪エネルギー比率

たんぱく質エネルギー比率    % 1vs3,4　2vs4

炭水化物エネルギー比率

穀類エネルギー比率

穀類

　米・加工品

　小麦・加工品

　その他穀類・加工品

いも類

砂糖・甘味料類

豆類

種実類

野菜類

　緑黄色野菜

　その他野菜

　野菜ジュース

　漬物

果実類

きのこ類

藻類

魚介類

　生魚介類

　魚介加工品

肉類

　畜肉

　鳥肉

　肉類(内臓)

　その他の肉類

卵類

乳類

油脂類

菓子類

嗜好飲料

調味料・香辛料類

　調味料

　香辛料・その他

補助栄養素・

特定保健用食品

多重比較:Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

p値:一元配置分散分析

食塩相当量　　g/1,000kca/day

1,000kcalあたり食塩摂取量　

多重比較
第1四分位 第2四分位 第3四分位 第4四分位

（n=111） （n=111） （n=111） （n=111）

(6)
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表 6 1,000kcal あたり食塩摂取量によるエネルギー、エネルギー産生栄養素比率及び食品群別摂取量の比較（男性）

p値

年齢 歳

食塩相当量

総エネルギー         kcal/day

脂肪エネルギー比率

たんぱく質エネルギー比率    % 1vs3,4　2vs4

炭水化物エネルギー比率

穀類エネルギー比率

穀類

　米・加工品

　小麦・加工品

　その他穀類・加工品

いも類

砂糖・甘味料類

豆類

種実類

野菜類

　緑黄色野菜

　その他野菜

　野菜ジュース

　漬物

果実類

きのこ類

藻類

魚介類

　生魚介類

　魚介加工品

肉類

　畜肉

　鳥肉

　肉類(内臓)

　その他の肉類

卵類

乳類

油脂類

菓子類

嗜好飲料

調味料・香辛料類

　調味料

　香辛料・その他

補助栄養素・

特定保健用食品

多重比較:Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

p値:一元配置分散分析

食塩相当量　　g/1,000kca/day

1,000kcalあたり食塩摂取量　

多重比較
第1四分位 第2四分位 第3四分位 第4四分位

（n=111） （n=111） （n=111） （n=111）

(6)
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表 7 1,000kcal あたり食塩摂取量によるエネルギー、エネルギー産生栄養素比率及び食品群別摂取量の比較（女性）

p値

年齢 歳

食塩相当量

総エネルギー         kcal/day

脂肪エネルギー比率

たんぱく質エネルギー比率    % 1vs3,4　2vs4

炭水化物エネルギー比率

穀類エネルギー比率

穀類

　米・加工品

　小麦・加工品

　その他穀類・加工品

いも類

砂糖・甘味料類

豆類

種実類

野菜類

　緑黄色野菜

　その他野菜

　野菜ジュース

　漬物

果実類

きのこ類

藻類

魚介類

　生魚介類

　魚介加工品 1vs3,4　2vs4

肉類

　畜肉

　鳥肉

　肉類(内臓)

　その他の肉類

卵類

乳類

油脂類

菓子類

嗜好飲料

調味料・香辛料類 1vs3,4　2vs4

　調味料 1vs3,4　2vs4

　香辛料・その他

補助栄養素・

特定保健用食品

多重比較:Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

p値:一元配置分散分析

（n=129）

食塩相当量　　g/1,000kca/day

1,000kcalあたり食塩摂取量　

多重比較
第1四分位 第2四分位 第3四分位 第4四分位

（n=129） （n=129） （n=130）

 

 

 

 
 

(7)
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２．カリウム摂取量

性別のカリウム摂取量を表 8 に示した。カリウ

ム摂取量は、男性が女性に比べて有意に高かった。 
性・年齢階級別のカリウム摂取量を表 9 に示し

た。カリウム摂取量は、男性では 30～39 歳及び

40～49 歳の群に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の

群で高く、女性では 20～29 歳及び 30～39 歳の群

に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の群で高く、そ

の差は有意であった。

性・地域別のカリウム摂取量を表 10 に示した。

カリウム摂取量は、平野部と山間部で地域による

差は認められなかった。

表 8 カリウム摂取量（性別）

表8　カリウム摂取量（性別）

カリウム 　 mg / d a y

p :一元配置分散分析

男性総数 女性総数

p値（n=44 4） （n=5 1 7）

 

 

表 9 カリウム摂取量（性・年齢階級別）  

男性

カリウム 　 mg/day

女性

カリウム    mg/day

多重比較：Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

p:一元配置分散分析

（n=42） （n=53） （n=64） （n=92） （n=124） （n=142）

（n=49） （n=44） （n=55） （n=68） （n=110）

60～69歳 70歳以上

（n=118）

p値 多重比較
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

 

表 10 カリウム摂取量（性・地域別）  

p値 p値

（年齢調整） （年齢調整）

カリウム 　 mg/day

p:一元配置分散分析

p値（年齢調整）:共分散分析により年齢を調整

（n=370） （n=74） （n=444） （n=73）

平野部 山間部

p値

平野部 山間部

p値

男性 女性

 

３．野菜及び果物の摂取量

性別の野菜及び果物の摂取量を表 11 に示した。

野菜摂取量は、男性が女性に比べて有意に高かっ

た。果物摂取量は性別による差は認められなかっ

た。  
性・年齢階級別の野菜及び果物摂取量を表 12 に示

した。野菜摂取量は、男性では年齢階級別の特徴

は認められなかったが、女性では 20～29 歳、30
～39 歳及び 40～49 歳の群に比べて 60～69 歳及び

70 歳以上の群で高く、その差は有意であった。果

物摂取量は、男性では 20～29 歳、30～39 歳及び

40～49 歳の群に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の

群で高く、女性では 30～39 歳及び 40～49 歳の群

に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の群で高く、そ

の差は有意であった。

性・地域別の野菜及び果物摂取量を表 13 に示し

た。野菜摂取量は、平野部と山間部で地域による

差は認められなかった。果物摂取量は、男性にお

いて山間部で平野部より高く、その差は有意であ

った。  
性・年齢階級別の野菜及び果物摂取量の分布を

表 14 に示した。野菜及び果物摂取量が国計画及び

(8)

－ 48 －
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２．カリウム摂取量

性別のカリウム摂取量を表 8 に示した。カリウ

ム摂取量は、男性が女性に比べて有意に高かった。 
性・年齢階級別のカリウム摂取量を表 9 に示し

た。カリウム摂取量は、男性では 30～39 歳及び

40～49 歳の群に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の

群で高く、女性では 20～29 歳及び 30～39 歳の群

に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の群で高く、そ

の差は有意であった。

性・地域別のカリウム摂取量を表 10 に示した。

カリウム摂取量は、平野部と山間部で地域による

差は認められなかった。

表 8 カリウム摂取量（性別）

表8　カリウム摂取量（性別）

カリウム 　 mg / d a y

p :一元配置分散分析

男性総数 女性総数

p値（n=44 4） （n=5 1 7）

 

 

表 9 カリウム摂取量（性・年齢階級別）  

男性

カリウム 　 mg/day

女性

カリウム    mg/day

多重比較：Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

p:一元配置分散分析

（n=42） （n=53） （n=64） （n=92） （n=124） （n=142）

（n=49） （n=44） （n=55） （n=68） （n=110）

60～69歳 70歳以上

（n=118）

p値 多重比較
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

 

表 10 カリウム摂取量（性・地域別）  

p値 p値

（年齢調整） （年齢調整）

カリウム 　 mg/day

p:一元配置分散分析

p値（年齢調整）:共分散分析により年齢を調整

（n=370） （n=74） （n=444） （n=73）

平野部 山間部

p値

平野部 山間部

p値

男性 女性

 

３．野菜及び果物の摂取量

性別の野菜及び果物の摂取量を表 11 に示した。

野菜摂取量は、男性が女性に比べて有意に高かっ

た。果物摂取量は性別による差は認められなかっ

た。  
性・年齢階級別の野菜及び果物摂取量を表 12 に示

した。野菜摂取量は、男性では年齢階級別の特徴

は認められなかったが、女性では 20～29 歳、30
～39 歳及び 40～49 歳の群に比べて 60～69 歳及び

70 歳以上の群で高く、その差は有意であった。果

物摂取量は、男性では 20～29 歳、30～39 歳及び

40～49 歳の群に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の

群で高く、女性では 30～39 歳及び 40～49 歳の群

に比べて 60～69 歳及び 70 歳以上の群で高く、そ

の差は有意であった。

性・地域別の野菜及び果物摂取量を表 13 に示し

た。野菜摂取量は、平野部と山間部で地域による

差は認められなかった。果物摂取量は、男性にお

いて山間部で平野部より高く、その差は有意であ

った。  
性・年齢階級別の野菜及び果物摂取量の分布を

表 14 に示した。野菜及び果物摂取量が国計画及び
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県計画の目標値を下回る者の割合は、年齢階級が

高い方が低くなっている。野菜摂取量が国計画及

び県計画の目標値を下回っている者は、男性総数

で 64.9%、女性総数で 74.1%であった。女性の 20
～29 歳及び 30～39 歳では 80％以上の者が国計画

及び県計画の目標値を下回っていた。男性の 30～
39 歳、40～49 歳、女性の 40～49 歳及び 50～59
歳においても 70％以上の者が国計画及び県計画の

目標値を下回っていた。  
果物摂取量が国計画及び県計画の目標値を下回

っている者は、総数では男女とも 50%以上であっ

た。男性の 20～29 歳及び 30～39 歳と女性の 30～
39 歳及び 40～49 歳においては、70%以上の者が国

計画及び県計画の目標値を下回っていた。  
 

表 11 野菜及び果物の摂取量（性別）  

野菜類　　g/day

果実類　　g/day

p:一元配置分散分析

男性総数 女性総数

p値（n=444） （n=517）

 

表 12 野菜及び果物摂取量（性・年齢階級別）  

男性

野菜類　g/day

果実類　g/day

女性

野菜類　g/day

果実類　g/day

多重比較：Scheffeの方法で多重比較し、p<0.05であった群の組み合わせ

多重比較p値

p:一元配置分散分析

（n=42） （n=53） （n=64） （n=92） （n=124） （n=142）

（n=118）

70歳以上

（n=49） （n=44） （n=55） （n=68） （n=110）

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳

 

 

表 13 野菜及び果物摂取量（性・地域別）  

p値 p値

（年齢調整） （年齢調整）

野菜類　　g/day

果実類　　g/day

p値（年齢調整）:共分散分析により年齢を調整

p:一元配置分散分析

（n=74） （n=444） （n=73）

山間部

p値

平野部 山間部

p値（n=370）

女性男性

平野部

 
 

(9)

－ 49 －
岩橋・小山・由田：血圧コントロールに関連する食生活改善施策の検討－平成 23 年奈良県民健康・栄養調査結果の分析から－
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表 14 野菜及び果物摂取量の分布（性・年齢階級別）

人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数

男性

野菜類摂取量

350 g未満

350 g以上

果実類摂取量

100 g未満

100 g以上

女性

野菜類摂取量

350 g未満

350 g以上

果実類摂取量

100 g未満

100 g以上

（n=42） （n=5 3） （n=6 4） （n=9 2） （n=1 2 4） （n=1 4 2） （n=5 1 7）

総数

（n=49） （n=4 4） （n=5 5） （n=6 8） （n=1 1 0） （n=1 1 8） （n=4 4 4）

20～ 29歳 30～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 69歳 70歳以上

 

 
Ⅳ 考察
１．食塩摂取量

奈良県民の食塩摂取量は、同年度に実施された

国民健康・栄養調査結果 23)と比較するとほぼ同程

度であり、男女ともすべての年齢階級において国

計画及び県計画の目標値である 8g/日未満や「日本

人の食事摂取基準（2010 年版）」24)による目標値で

ある男性 9g/日未満、女性 7.5g/日未満を上回って

いる。2015 年度からは「日本人の食事摂取基準

（2015 年版）」 25)が用いられることとなるが、目標

量は男性 8g/日、女性 7g/日とさらに少なくなって

いる。WHO のナトリウム摂取に関するガイドライ

ン 26)では、成人の食塩摂取の目標値を 5g/日未満と

しているが、和食を中心とする日本人の食生活や

現在の摂取状況を鑑みると、将来的には目指すべ

き数値であるが、現時点では実現可能性の面から

適当な目標値ではないと考えられる。現時点にお

いては、国計画及び県計画の目標値である 8g/日を

計画の終了年度までに達成し、循環器疾患予防を

目的とした血圧コントロールを図るためには、男

女ともすべての年齢階級における減塩の取り組み

が必要である。  
性別における食塩摂取の特徴として、食塩摂取

量そのものは摂取エネルギー量の多い男性の方が

多くなるが、エネルギー調整をすると女性の摂取

量が多くなることがわかった。食塩摂取量の食品

群別構成比率や、1,000kcal あたり食塩摂取量によ

る食品群別摂取量の比較では、男女のいずれかに

のみみられる特徴などは認められなかった。  
年齢階級別における食塩摂取量の特徴としては、

国民健康・栄養調査結果 23)と同様に、年齢階級が

高くなると食塩摂取量が高くなるが、20～39 歳の

比較的若い年齢階級であっても国計画及び県計画

の目標値よりも高い摂取量を示していることから、

減塩対策はすべての年代に対して行われるべきで

あると考えられる。  
地域別における食塩摂取量においては、山間部

の方が平野部に比べて食品流通の課題や古くから

の食文化の特徴を背景に食塩摂取量が多くなるの

ではないかと予測されたが、特徴は認められなか

った。女性においては食塩摂取量において差が見

られたものの、1,000kcal あたり食塩摂取量として

エネルギー調整をすると差が認められなくなった

ため、山間部の女性の方が平野部に比べて総エネ

ルギー量が高くなっていることに起因する差であ

ると考えられた。  
食塩摂取量の食品群別構成比率においては、男

女とも 20～39 歳代の若い世代において 60 歳以上

と比較して肉類によるものが高くなっており、若

い世代及び高齢世代の食生活の特徴を示している

と考えられる。女性では 30～49 歳代において 70
歳以上と比較して穀類によるものが高くなってい

たが、その内容は次に述べる 1,000kcal あたり食塩

摂取量による食品群別摂取量の比較に表れていた。 
1,000kcal あたり食塩摂取量による食品群別摂

取量の比較において、第 3 四分位、第 4 四分位の

食塩高摂取群における特徴の 1 つは、炭水化物あ

るいは穀類エネルギー比率が第 1 四分位、第 2 四

分位の食塩低摂取群と比べて低く、たんぱく質エ

ネルギー比率は逆に高くなっていることである。

これは、食塩高摂取群が食塩低摂取群に比べて主

食である穀類の摂取が少なく、主菜であるたんぱ

(10)

－ 50 －
生活科学研究誌・Vol.13 (2014)
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表 14 野菜及び果物摂取量の分布（性・年齢階級別）

人数 人数 人数 人数 人数 人数 人数

男性

野菜類摂取量

350 g未満

350 g以上

果実類摂取量

100 g未満

100 g以上

女性

野菜類摂取量

350 g未満

350 g以上

果実類摂取量

100 g未満

100 g以上

（n=42） （n=5 3） （n=6 4） （n=9 2） （n=1 2 4） （n=1 4 2） （n=5 1 7）

総数

（n=49） （n=4 4） （n=5 5） （n=6 8） （n=1 1 0） （n=1 1 8） （n=4 4 4）

20～ 29歳 30～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 69歳 70歳以上

 

 
Ⅳ 考察
１．食塩摂取量

奈良県民の食塩摂取量は、同年度に実施された

国民健康・栄養調査結果 23)と比較するとほぼ同程

度であり、男女ともすべての年齢階級において国

計画及び県計画の目標値である 8g/日未満や「日本

人の食事摂取基準（2010 年版）」24)による目標値で

ある男性 9g/日未満、女性 7.5g/日未満を上回って

いる。2015 年度からは「日本人の食事摂取基準

（2015 年版）」 25)が用いられることとなるが、目標

量は男性 8g/日、女性 7g/日とさらに少なくなって

いる。WHO のナトリウム摂取に関するガイドライ

ン 26)では、成人の食塩摂取の目標値を 5g/日未満と

しているが、和食を中心とする日本人の食生活や

現在の摂取状況を鑑みると、将来的には目指すべ

き数値であるが、現時点では実現可能性の面から

適当な目標値ではないと考えられる。現時点にお

いては、国計画及び県計画の目標値である 8g/日を

計画の終了年度までに達成し、循環器疾患予防を

目的とした血圧コントロールを図るためには、男

女ともすべての年齢階級における減塩の取り組み

が必要である。  
性別における食塩摂取の特徴として、食塩摂取

量そのものは摂取エネルギー量の多い男性の方が

多くなるが、エネルギー調整をすると女性の摂取

量が多くなることがわかった。食塩摂取量の食品

群別構成比率や、1,000kcal あたり食塩摂取量によ

る食品群別摂取量の比較では、男女のいずれかに

のみみられる特徴などは認められなかった。  
年齢階級別における食塩摂取量の特徴としては、

国民健康・栄養調査結果 23)と同様に、年齢階級が

高くなると食塩摂取量が高くなるが、20～39 歳の

比較的若い年齢階級であっても国計画及び県計画

の目標値よりも高い摂取量を示していることから、

減塩対策はすべての年代に対して行われるべきで

あると考えられる。  
地域別における食塩摂取量においては、山間部

の方が平野部に比べて食品流通の課題や古くから

の食文化の特徴を背景に食塩摂取量が多くなるの

ではないかと予測されたが、特徴は認められなか

った。女性においては食塩摂取量において差が見

られたものの、1,000kcal あたり食塩摂取量として

エネルギー調整をすると差が認められなくなった

ため、山間部の女性の方が平野部に比べて総エネ

ルギー量が高くなっていることに起因する差であ

ると考えられた。  
食塩摂取量の食品群別構成比率においては、男

女とも 20～39 歳代の若い世代において 60 歳以上

と比較して肉類によるものが高くなっており、若

い世代及び高齢世代の食生活の特徴を示している

と考えられる。女性では 30～49 歳代において 70
歳以上と比較して穀類によるものが高くなってい

たが、その内容は次に述べる 1,000kcal あたり食塩

摂取量による食品群別摂取量の比較に表れていた。 
1,000kcal あたり食塩摂取量による食品群別摂

取量の比較において、第 3 四分位、第 4 四分位の

食塩高摂取群における特徴の 1 つは、炭水化物あ

るいは穀類エネルギー比率が第 1 四分位、第 2 四

分位の食塩低摂取群と比べて低く、たんぱく質エ

ネルギー比率は逆に高くなっていることである。

これは、食塩高摂取群が食塩低摂取群に比べて主

食である穀類の摂取が少なく、主菜であるたんぱ

(10)
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く質を多く摂取していると考えられる。穀類摂取

量においてはこれを裏付ける有意な差が確認され

ている。また、多重比較での有意な差は認められ

ていないが、肉類摂取量の平均値は食塩低摂取群

で高くなっていることからも推測できる。調味料

摂取量は食塩低摂取群において食塩高摂取群に比

べて明らかに低くなっており、減塩対策を進める

うえで調味料の摂取量を減少させることが、従来

から行われてきた基本的対策ではあるが、かなり

有効な減塩方法であることが示唆される。  
減塩対策の歴史は古く、当時は成人病と言われ

た生活習慣病対策として昭和 40 年代から進められ

ており、その結果国民健康・栄養調査においても

年々摂取量の減少が報告されているが、現在の摂

取量においても「日本人の食事摂取基準（2010 年

版）」 24)および WHO のナトリウム摂取に関するガ

イドライン 26)の目標値を上回り、循環器疾患のリ

スクを高める要因となっている。リスク低減のた

めの食生活の改善には個人に対するハイリスクア

プローチのみでなく、社会環境整備を並行して行

うとともに、さらにポピュレーションアプローチ

も充実させて関心のない人に少しでも関心を持た

せるなど、あらゆるレベルで減塩に関する取り組

みを推進する必要がある。  
 

２．カリウム摂取量

個人において、ナトリウムや脂肪のように多種

多様な食品に含有される特定の栄養素摂取量を減

少させる行動は、カルシウムや鉄分など特定の食

品に含有量の多い栄養素の摂取量を増加させる行

動と比較すると実践しにくいと考えられる。そこ

で、単に食塩摂取量を減らすための取り組みだけ

では効果を上げにくいことが考えられる。そこで、

食塩以外に血圧コントロールに影響を与えるカリ

ウム摂取量について比較検討を行った。WHO のナ

トリウム摂取に関するガイドライン 26)では、ナト

リウム /カリウム摂取比が心血管病リスク増加に重

要であることから、カリウム摂取量 3,510mg/日以

上を推奨している。しかしながら、現在の日本人

のカリウム摂取量はこの数値よりもかなり少ない

ことから、「日本人の食事摂取基準（2010 年版）」

24)においては現実的な目標量として成人男性で

2,800mg～ 3,000mg/日、成人女性で 2,700mg～
3,000mg/日を設定しているが、奈良県民のカリウ

ム摂取量の平均値においては下回っている。  
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携帯電話等に付属する写真機能を併用するなど、

対象者の協力率を上げるための簡便な食事調査方

法の検討が必要となると考えられる。  
しかし、さらなる研究の限界として、対象者が

摂取された食品の栄養素等量は成分表を基に算出

しているが、調査員や地域の関係者からは、奈良

県の山間部で製造・販売される漬物類の味付けが

平野部と比べて濃く感じるという意見があり、こ

れらの漬物類の食塩含有量を測定する等正確に把

握したうえで地域比較をする必要があると考えら

れる。あるいは、24 時間蓄尿によるナトリウム排

泄量の算出等を併用して実施することが有用と考

えられる。  
また、本研究により食塩摂取量と主食及び主菜

の摂取の特徴が見られた。食生活指針 28)を具体的

な行動に移すために、何をどれだけ食べたらよい

かを示すイラストツールである食事バランスガイ

ド 29) に基づく主食、主菜、副菜等が望ましいバラ

ンスの食事をした際あるいは望ましくない食事を

した際に、どのような食品群や栄養素の摂取に結

びつくのかについて検証し、県民が具体的に食行

動を起こし、無理なく継続できるような食生活の

提案を行っていきたい。  
近年、外食や加工食品、調理済み食品の利用増

加がみられるが、外食の栄養成分や市販食品の改

善が多くの人に影響を与え、特に食生活に対して

無関心な層や時間等の条件により実行しにくい層

に大きな影響をもたらすことが期待できる。こう

した社会環境整備の重要性から、国計画では「食

品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及び

飲食店の登録数」を増加させる目標値を設定して

いる 16)。ヘルシーメニューを実践する飲食店を増

やすための取り組みは、健康づくり協力店等の名

称で全国の多くの自治体で取り組まれており、奈

良県においても時代の流れに合わせて制度を変更

しながら進めているところである。しかしながら、

奈良県を含め、各自治体においてこうした制度に

協力する飲食店数は伸び悩んでいる。今後は外食

や加工食品、調理済み食品の利用状況と食塩、カ

リウム、野菜及び果物の摂取量の比較を行い、社

会環境整備を進めるために飲食店やその利用者に

対し、どのような支援が必要かについて検討する。 
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血圧コントロールに関連する食生活改善施策の検討 
平成 23 年奈良県民健康・栄養調査結果の分析から  

 

岩橋（川口） 明子，小山 達也，由田 克士

 
要旨：循環器疾患の予防に関係する食生活として、減塩（ナトリウム摂取量の減少）、野菜及び果物の摂

取（カリウム摂取量の増加）が重要である。そこで、奈良県における県民健康・栄養調査の結果データを

用いて、奈良県民の対象特性別にこれらの栄養素や食品摂取の現状と課題を明らかにし、効果的な施策の

実施のための基礎資料を得ることを目的として研究を実施した。おおむね国民健康・栄養調査と類似した

結果を示し、奈良県における特徴的な摂取は認められなかったが、食塩摂取量による食品群別摂取量の比

較において、食塩高摂取群は、炭水化物エネルギー比率が低摂取群と比べて低く、たんぱく質エネルギー

比率は逆に高くなっていた。調味料摂取量は食塩低摂取群において食塩高摂取群に比べて明らかに低くな

っており、調味料の摂取量を減少させることが有効な減塩方法であることが示唆される。野菜摂取量は非

常に少なく、年齢階級が高くなると野菜及び果物摂取量は高くなる。野菜と果物の摂取増加のためには、

若い世代を中心に取り組みを進める必要がある。食生活の改善にはハイリスクアプローチのみでなく、社

会環境整備及びポピュレーションアプローチも充実させて、あらゆる方法での取り組みを進める必要があ

る。  
 

 

   

(13)

－ 53 －
岩橋・小山・由田：血圧コントロールに関連する食生活改善施策の検討－平成 23 年奈良県民健康・栄養調査結果の分析から－


